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１．はじめに 

 

時系列分析の応用から始まった空間自己相関モデルは、

サンプル間の残差についての通常は無視される共分散構

造をモデル化するものである。地方財政の実証モデルへ

の適用も盛んに行われている1）。これらは明示的に扱わ

れていなかった空間的な依存関係をモデル化していると

いう点は評価しうるが、時系列的な影響も同時に考慮し

ている研究は見当たらないようである。財政支出のスト

ック的な面も考慮すれば、自地域や周辺の過去の支出が

現在の支出に影響を与える可能性は十分ある。また、近

年の急速な高齢化や市町村合併の推進などの背景を鑑み

ると、パネルデータによる推定で社会経済状況の変化の

有無を確認することにも意義がある。そこで本稿では、

宮城県の財政のパネルデータを用いて、時空間自己相関

モデルによるファクトファインディングを行う。 

 

２．市町村財政行動の時空間モデル 

 

 空間自己相関モデルには、おおまかに言って、空間効

果モデル(SEM: Spatial Effect Model) と空間外乱モデ

ル(SDM: Spatial Disturbance Model) の区別がある。

前者は被説明変数自体が相互に依存関係にある状況であ

り、同時方程式的なモデルである。後者はモデルに含め

る事のできない何らかの説明変数が空間的に相関している

状況であり、誤差項の共分散構造を考えるモデルである

(概論としては、Anselin2）、地理情報システム学会3）、

Anselin and Bera4）、堤他5）が挙げられる)。これらは空間

的構造をモデル化した行列をWで与えると、次の式(1) 

と式(2) と表現しうる(uは残差のうち空間的に相関する

部分)。本研究は前者である。 
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ほとんどの既存文献においては全ての主体間での相互依

存を仮定している(Anselin and Bera4）は「空間的に孤立し

た観測点をモデルに含めることは意味がない」とも主張し

ている)。しかし、あるサンプルは他のサンプルへ影響を

与えるが、自分は影響を受けないという状況は、実際には

それほど特殊ではないとも思われる。横井・佐々木6）は市

町村間の財政の相互依存を分析しているが、人口の大きな

市町村は周辺から影響を受けないとした方が、モデルの適

合度が良い事を確認している。本論文でも相互依存の前提

を置かず、一方的な影響を許容する。 

 

３．データと計量経済モデル 

 

（１）データ 

本研究は宮城県の市町村を対象とする。統計データは宮城

県 7）より入手した(データには多少の不突合などがあり、

修正を行った。詳細については、筆者ホームページ

(http://www.se.is.tohoku.ac.jp/∼ yokoi) の「宮城県総

合統計情報システムのデータへの修正」のページをご覧い

ただきたい)。期間は1987 年度から1997 年度の11 ヶ年、

市町村数は71となる。 

変数は y が被説明変数としての市町村の政府純歳出と性

質別・目的別の各支出項目である。説明変数として、x2～

x4 が市町村の代表的個人の収入源としての総生産・地方交

付税交付金(一括補助金)・国庫支出金と県支出金の合計

(定率補助金) であり、x5～x7は地域の特性としての面積、

産業構成と高齢化比率である。ある都道府県内の市町村は

文化的・歴史的に似通ったいくつかの地域に分かれ、その

地域間では地方政府の行動も近いものになるかと思われる。

地域特性はこれらの類似性を表現するためにモデルに含ま

れている。 
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x6, x7 を除き市町村人口「一人あたり」の数字である。

これらのデータの定義等をまとめると次の通りである。 

y: 「歳出合計」から「公債費」を引いた額、目的別・

性質別の各項目(単位千円) 

x1: 定数項 

x2: 「市町村内純生産（実額）」(単位千円) 

x3: 「地方交付税」(単位千円) 

x4: 「国庫支出金」と「県支出金」の合計(単位千円) 

x5: 「市町村別面積」を人口で除した面積(単位km2/人) 

x6: 「市町村内純生産（実額）」の「第 2 次産業計」を

x1 で割った値(単位%) 

x7: 各市町村65 歳以上人口比率(単位%) 

 

（２）モデル 

ここで次のモデルを考える。(太字の小文字はベクトル、

太字の大文字は行列を示す。 { }iy=′y 等) 
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T , . . . 2, t = についての時空間自己相関モデルとなる。

tρ は空間自己相関の強さのパラメータであり、一般型と

しては各期で異なる値を取りうる。同様に tμ は時系列自

己相関の強さのパラメータである。各期の尤度関数の積を

モデルの尤度関数とする。空間自己相関構造と時系列自己

相関構造の変化を確認するため、 0211  · · ·: ρρρ ===r

と 0212  · · ·: μμμ ===r という制約を考える。二つの制

約の組み合わせで都合4 つのモデルを推定する。 

 

Model 1 : 制約なし 

Model 2 : 制約r1 

Model 3 : 制約r2 

Model 4 : 制約r1,r2 

 

式(3) のモデルの推定は、モデルの尤度関数の最大化の

一階の条件からσを消去した集中尤度関数について、ベイ

ズ推定(MCMC: Markov Chain Monte Carlo法)を用いて行う。

事前情報は一様分布を用いる。ベイズ推定の対象となる変

数は β,, tt μρ である。閾値 h はグリッドサーチ的に値を

選択する。0 から 2.5 まで 1/4 で刻みで変化させて、推

定結果の尤度が最も高くなる閾値 h を h∗ とする。 

 

（３）推定結果 

紙面の制約もあり、今回は各市町村の一人当たり

「普通建設事業費」支出額を被説明変数とした推定につ

いて議論する。結果を表 3 に示す。まず、係数の推定

量である( tt μρ , の添字については西暦に置き換えてい

る)。次に、対数尤度、係数の数、サンプル数、赤池情

報量基準、ベイズ情報量基準である。最後に、人口比の

最適な閾値 h∗ である。 

まず、主な係数の符号条件を確認する。所得の係数β

2 は期待された符号は正であるが、Model 1 でのみ有意

に正である。所得水準が一人当たり「普通建設事業費」

支出額にそれほど影響を与えないというのは、やや予想

から外れた結果である。使途が制約されない一括補助金

である「地方交付税」額の係数 β3 は期待された符号

は正であり、すべてのモデルで有意に正である。補助金

の性格から予想通りの結果である。定率補助金である

「国県支出金」の係数 β4 についても同様の結果であ

った。高齢化の影響を示すβ7 も有意であり、高齢化が

進むと投資的な支出が減少することが示唆される。 

時系列自己相関の係数μtは全て有意に正であった。

自地域の1期前の支出の影響としては当然である。Model 

2 で時系列自己相関は時間とともにやや強くなっており、

景気対策の公共事業への依存とも解釈できる。空間自己

相関の係数ρtは理論的に両方の符号が考えられる。正

の場合は近隣の支出が多いと自地域も多く支出する(デ

モンストレーション効果)。負の場合は近隣の支出が多

いほど自地域の支出は減少する(波及効果)。これらを

別々に識別することは難しい。いずれかの符号が出た場

合はその効果が強いと解釈しうるが、符号が有意でない

場合、両方の効果ともないとするか、同程度の強さであ

るため打ち消し合っているとするかの明確な基準はない。

推定結果を見ると、構造変化がないとする Model 2, 

Model 4 では符号は有意ではない。Model 1, Model 3 

では、いくつかの年度で係数は有意であるが、正と負の

両方が存在している。明確な時系列的な傾向は認められ

ない。 

二つの情報量基準はそれぞれ Model 2, Model 4 を支

持している。「普通建設事業費」支出の空間自己相関の

構造変化はないと結論できる。 

 

４．おわりに 

 

今回は1990 年代の宮城県内の各市町村の支出(特に

「普通建設事業費」) の決定要因や時空間自己相関構造

について検討した。時系列自己相関構造は認められるも

のの、空間自己相関構造は認められないという結果であ



った。また、高齢化の進展が投資的支出を抑制する可能

性を確認した。 

今回の近接行列は h の関数であるが、技術的な制約

から h を直接推定できなかった。近接行列の直接推定

を試みた既存研究として塚井・奥村8）がある。 
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表－１ 基本統計量 性質別支出項目 

表－２ 基本統計量 説明変数 



 

表－３ 推定結果 

 


